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事 業 名 称 区分所有建物の空家対策検討事業 

事 業 主 体 名 八尾市 

連 携 先 大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

対 象 地 域 大阪府八尾市 

事 業 概 要 

 

・区分所有長屋の空家等に関するマニュアル作成 

・本市において問題となっている区分所有長屋の空家等に対する対応策の検討 

・市民向けのパンフレット等の作成 
 

事 業 の 特 徴 
区分所有長屋の空家等に焦点を置き、法律関係や措置を進める中での注意点等

について整理を行った。 

成 果 

 

・区分所有長屋の空家等に関するマニュアル 

・事例検討報告書 

・区分所有長屋の空家 Q＆Aパンフレット、借地上の空家 Q＆Aパンフレット 
 

成果の公表方法 八尾市のホームページで公表 

 

 

１．事業の背景と目的 

八尾市の空家等対策の状況は、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「空家法」という。）施行

前の 2014 年（平成 26 年）に八尾市空家等の適正管理に関する条例（以下、「空家条例」という。）を施行し、

空家等対策に取り組んでいる。そのような中、区分所有長屋の空家等が大きな課題の一つとしてあり、その

対応に苦慮している。 

本市は、地勢やその土地利用等の変遷から、市域内に数多くの築年数の古い区分所有長屋が存在して

おり、適切な維持管理が行われておらず、管理不良な状態となっている建物も少なくない。また、一部が空き

室となっている管理不良な状態の区分所有長屋も増えており、近隣住民への悪影響を及ぼすおそれがある

ことから、空家条例において一部が空き室となっている区分所有長屋も規制の対象として取り組みを進めて

いる。 

区分所有長屋は建物の区分所有等に関する法律（以下、「区分所有法」という。）といった独自のルールが

あり、また、権利関係が戸建て住宅と比べて複雑となりやすいことから、法的な問題をはじめ、様々な点を考

慮して取り組みを行う必要がある。そのため、今般、モデル事業として区分所有長屋に関する法的な問題に

ついて整理を行い、行政による速やかかつ適正な助言・指導等の実現に寄与することを目的として、本事業

を行った。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

 事業の概要と手順は以下のとおりである。 

 

 

 

 

完了実績報告書 
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取組内容 具体的な内容 担当組織 

①区分所有長屋の空家

等に関するマニュアル作

成 

マニュアルの構成の検討 
大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

八尾市 

マニュアルの作成 大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

②本市において問題とな

っている区分所有長屋

の空家等に対する対応

策の検討 

検討事例の選定 八尾市 

検討事例の資料作成 八尾市 

事例検討 大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

事例検討報告書の作成 大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

③市民向けのパンフレッ

ト等の作成 

パンフレットの構成の検討 
大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

八尾市 

パンフレットの内容について検討 
大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

八尾市 

パンフレットの作成 大阪弁護士会空家等対策プロジェクトチーム 

 

 

取組内容 具体的な内容（小項目） 
令和２年度 

８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

①区分所有長屋の

空家等に関するマニ

ュアル作成 

マニュアルの構成の検討         

マニュアルの作成         

②本市において問題

となっている区分所

有長屋の空家等に

対する対応策の検討 

検討事例の選定         

検討事例の資料作成         

事例検討         

事例検討報告書の作成         

③市民向けのパンフ

レット等の作成 

パンフレット構成の検討         

パンフレットの内容について

検討 
    

 
   

パンフレットの作成         

表１ 実施スケジュール 

 

表２ 各取組業務役割分担表 
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図１ 取組フロー図（マニュアル作成） 

図２ 取組フロー図（事例検討及び報告書作成） 

図３ 取組フロー図（パンフレット作成） 
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（２）事業の取組詳細 

本事業の実施にあたり、法的な問題について整理等を行うため大阪弁護士会空家等対策プロジェクト

チームと連携し、「区分所有長屋の空家等に関するマニュアル作成」「本市において問題となっている区分

所有長屋の空家等に対する対応策の検討」「市民向けのパンフレット等の作成」の３つの取り組みを行っ

た。 

 

 ①区分所有長屋の空家等に関するマニュアル作成 

区分所有長屋の空家等に対する速やかかつ適正な助言・指導等を実現するために、行政職員向けの

マニュアルを作成した。 

マニュアルは区分所有長屋の空家等に焦点を置き、初めて空家等対策に携わる行政職員であっても区

分所有長屋の空家等を取り巻く法律関係の理解や区分所有長屋特有の様々な課題の判明の助けとなる

ことを目的として本書を作成した。 

区分所有長屋における様々な課題について、十分に議論がなされていない論点もあるが、可能な範囲

で結論を示すように心がけ作成した。 

 

②本市において問題となっている区分所有長屋の空家等に対する対応策の検討 

本市において、空家法や空家条例に基づき、助言・指導等の措置を実施している空家等の中でも、特に

権利関係が複雑なもので、本市として対応に苦慮している事例について対応策の検討を行った。 

   事例検討作業を行うにあたり、本市において対応に苦慮している事例を複数選定し、検討をする事例に

ついて協議を重ねた。検討結果が同じようになることをさけるために特徴のある３つの事例について検討

を実施した。３つの事例の内容は表３のとおり。 

 

 

 

   

 検討に際しては、「行政（空家担当課）」が取り得る措置等の手段だけではなく、「管理不良な状態となっ

ている空き室部分の区分所有者」や「その他の区分所有者」が自ら取り得る手段についても検討した。な

お、事業期間が限られていることから、弁護士において追加調査を行うのではなく、既に本市において取

得している情報を元に検討を行った。 

事例番号 内容 

１ 
・土地と建物が異なる区分所有長屋 

・一部が空き室となっているため、本市条例による対応を検討 

２ 
・空き室部分の所有者の相続人不存在となっている区分所有長屋 

・一部が空き室となっているため、本市条例による対応を検討 

３ 
・不動産登記がされておらず、所有者の一部が確知できない区分所有長屋 

・一棟で空家となっているため、空家法により対応を検討 

表３ 検討を実施した事例の内容 
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③市民向けのパンフレット等の作成 

行政による市民等への情報提供を容易にすることを目的として市民向けのパンフレットを２種類

作成した。本市の空家等の相談窓口には、戸建て住宅の空家等に限らず区分所有長屋の空家等の相

談が寄せられ、相談者に対して情報提供等を行っている。しかし、情報提供を行う際に、戸建て住

宅の空家等とは異なり区分所有長屋の空家等の情報についてまとめられたパンフレットが整備され

ていないため、これまでは口頭により説明を行ってきた。区分所有長屋には区分所有法といった独

自のルールがあるにもかかわらず、相談者がそのことを認識していないことも多く窓口等での情報

提供を行う際に苦慮している。そのため、区分所有者向けのパンフレットを作成することにより情

報提供を容易にするとともに、各区分所有者に当事者意識を芽生えさせ、各区分所有者相互におい

て建物の適切な維持管理を実現することを目的としてパンフレットを作成することとした。 

法律等に馴染みのない市民等を対象としたパンフレットであることから、パンフレットの構成に

ついても検討を行った。これまでに寄せられた相談事例を参考として Q＆A作成し、またイラストを

入れるなど、市民等の目を惹き、手に取ってもらえるようなものとなるよう心がけパンフレットを

作成した。 

 

（３）成果 

 

①区分所有長屋の空家等に対するマニュアル 

  区分所有長屋の空家等にまつわる基本的な内容から、行政による措置等の手続き等について解説

するマニュアルが出来た。今後、区分所有長屋の空家等に対する助言・指導等措置を検討している

行政職員の参考となるマニュアルとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ マニュアル（表紙） 図５ マニュアル（目次） 
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②本市において問題となっている区分所有長屋の空家等に対する対応策の検討 

 様々な視点での対応策の検討を行ったことにより、行政による措置だけでなく所有者や権利関係

者が自身において行うことができる手法についても事例検討報告書として取りまとめることがで

きた。事例検討報告書については、検討を実施した各事例に対して、本市が今後どのような措置等

を進めていくかの判断資料として活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 事例検討報告書（表紙） 

図６ マニュアル本文（抜粋） 

図８ 事例検討報告書（目次） 
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  検討結果については、個人情報を多く含む内容であるため、検討事項について示すにとどめる。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【検討事項】 
第１．行政の立場から 

１．住戸●～●について、区分所有法及び空家法の適用はあるか。 

２．住戸●について、八尾市空家条例上の法定外特定空家等と認められるか。 

八尾市空家条例に基づき手続を進める際に、いかなる点に注意すべきか。 

３．代執行について 

(1) 住戸●について、代執行による除却は可能か。 

(2) 代執行費用を誰に対して請求しうるか（他の区分所有者に負担を求めることは可能か）。 

４．他の区分所有者に対する働きかけについて 

(1) 住戸●について、他の区分所有者に管理を行わせることは可能か。 

(2) 他の区分所有者に対して助言・指導を行うことは可能か。いかなる助言・指導を行いうるか。  

５．土地所有者に対する働きかけについて 

(1) 住戸●について、土地所有者に対して助言・指導を行うことは可能か。いかなる助言・指導を行いう

るか。 

６．その他、行政として取り組むべき点等 

第２．住戸●の所有者の立場から 

１．住戸●に関し、いかなる義務（法的責任）を負うか。 

２．他の区分所有者とはいかなる求償関係にあるか。 

３．住戸●を除却しないことで、いかなるメリット・デメリットが生じうるか。 

第３．他の区分所有者の立場から 

１．住戸●に関し、いかなる義務（法的責任）を負うか。 

２．住戸●の所有者とはいかなる求償関係にあるか。 

３．住戸●に関し、単独で行いうる行為はあるか。 

第４．除却済みの住戸●の元所有者の立場から 

１．住戸●に関し、いかなる義務（法的責任）を負うか。 

２．他の区分所有者とはいかなる求償関係にあるか。 

第５．土地所有者の立場から 

１．住戸●に関し、いかなる義務（法的責任）を負うか。 

２．土地所有者としていかなる手段をとりうるか。 

図９ 事例検討項目（事例１） 

報告書（抜粋） 
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【検討事項】 

第１．行政の立場から 

【本人に対して】 

１．特定空家等〔空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「空家特措法」という）第２条第 2 項〕か、特

定法外空家等〔八尾市空家等の適正管理に関する条例（以下「八尾市空家条例」という。）〕第２条(3)号）

か。 八尾市空家条例に基づく助言、指導（八尾市空家条例第 10 条）の相手方が存するか。 

２．市が相続財産管理人の選任申立てを検討する場合 

(1) 申立権があるか。 

(2) 申立費用が回収できるか。 

ア 本件空き家はどのような用途に利用できるか。 

イ 本件空き家の評価について 

ウ 本件空き家に設定された抵当権について    

(3) 現状で、相続財産管理人選任申立てをすべきか。 

【他の区分所有者に対して】 

１．共有部分として管理を行わせることは可能か。 

２．指導対象とすることは可能か。 

３. 相続人不存在の情報の提供 

第２．他の区分所有者の立場として（他の区分所有者の取りうる手段） 

１．外から窓を閉めることはできるか、窓を閉めて施錠することはできるか。 

(1) 刑事上の問題 

 (2) 民事上の問題 

２．相続財産管理人の選任申立て 

第３．その他行政として取り組むこと 

１．他の区分所有者に対する相続財産管理人選任申立てへ誘導 

２．窓を閉める、施錠する行為 

(1) 事務管理（民法 697 条 1 項） 

(2) 緊急応急措置（八尾市空家条例第 15 条） 

【検討事項】 

第１．行政の立場から 

１．住戸●～●（本件●戸長屋）について 

(1) 区分所有法 1 条に定める「区分所有建物」に該当するか。 

(2) 空家法 2 条 1 項に定める「空家等」に該当するか。 

(3) 八尾市空家条例 2 条 1 号に定める「法定外空家等」及び同条例 2 条 3 号に定める「特定法定外空家

等」に該当するか。 

(4) 本件●戸長屋（区分所有建物）の管理のあり方について 

(5) 本件●戸長屋（区分所有建物）の管理に対する助言等について 

２．住戸●及び●について、●●●●及び●●●●（課税台帳上の所有者）を、当初の区分所有者であった

と認めてよいか。 

３．自称相続人●●●●への対応について 

(1) ●●●●を住戸●の区分所有者と認めて助言等することは可能か。 

(2) ●●●●を管理者と認めて助言等をすることは可能か。 

４．土地所有者●●●●の法定相続人を住戸●の区分所有者と認めて助言等することは可能か。 

５．所有者の特定及び所在に関する調査方法 

６．所有者不明及び所在不明の場合の対処法 

７．土地所有者●●●●の法定相続人に対し八尾市空家条例に基づく助言等を実施することは可能か。 

８．近隣住民等に被害が発生した場合における行政の責任について 

第２．土地所有者●●●●の法定相続人の立場から 

１．どのような方法をとり得るか。 

２．住戸●～●に起因して近隣等に損害等が発生した場合、損害賠償責任を負うか。 

３．空家所有者に地代の滞納があった場合について 

図 10 事例検討項目（事例２） 

報告書（抜粋） 

図 11 事例検討項目（事例３） 

報告書（抜粋） 
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③市民向けのパンフレット等の作成 

 市民向けのパンフレットとして「長屋にまつわる空家Q＆A」と「貸地にまつわる空家 Q＆A」の２種類のパ

ンフレットを作成した。法律関係が複雑になりやすい「区分所有長屋の空家等」や「借地上の空家等」の問

題点等について分かりやすく整理することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 市民向けパンフレット①（長屋にまつわる空家 Q＆A） 
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図 13 市民向けパンフレット②（貸地にまつわる空家 Q＆A） 
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３．評価と課題 

 

①区分所有長屋の空家等に関するマニュアル作成 

区分所有長屋の空家等に関するマニュアルについては、長屋の専有部分や共用部分、利用のルール

等について整理するだけでなく、空家法や空家条例に基づく措置を進める中で、「どのような相手方に対

し」、「どのような措置を取ることが必要であるのか」等、実務に応じたマニュアルを作成することができた。 

   区分所有長屋の空家等は、法律関係が複雑となりやすく、また行政が助言・指導等の措置を進める中

で措置の相手方をだれとするのか、措置の内容を一部除却とするのか修繕とするのか、またその措置内

容は適切なものであるのか等、様々な問題点があり、戸建て住宅の空家等と比べ措置を進めるにあたっ

ての注意点が多く、より慎重に取り組みを進めていかなければならないということがわかった。 

なお、本事業において作成したマニュアルは、現時点での判例等により作成したものであるが、十分に

議論がなされていない論点もあることから、措置等に進む際には別途弁護士等に相談をしながら行う必要

がある。今後も、区分所有建物の空家等を取り巻く動向や空家法の改正等を踏まえ改訂等をしていく必要

がある。 

 

②本市において問題となっている区分所有長屋の空家等に対する対応策の検討 

   本市において対応に苦慮している区分所有長屋の空家等について、「行政（空家担当課）」「管理不良な

状態となっている空き室部分の区分所有者」「その他の区分所有者」等の立場から取り得る手法について

検討し、整理することができた。しかし、検討により得られたどの手法であったとしても直ちに管理不良な状

態の解消につながる特効薬のようなものはなかったため事業期間内での所有者等への助言・指導等の措

置にはつながらなかったが、今後、検討結果を参考として、措置等の進めていきたい。 

 

③市民向けのパンフレット等の作成 

市民向けに、区分所有長屋の空家等が管理不良状態となることを事前に予防することを目的とし、区分

所有者向けのパンフレットを作成した。また、権利関係等が複雑となりやすい借地上の空家等についても

同様のパンフレットを作成した。法令になじみのない市民等を対象として、過去に本市に相談が寄せられ

た事例を参考に Q＆A 方式のパンフレットとしたことにより市民等に分かりやすく、読みやすいパンフレット

ができた。 

   今後、窓口での配布やホームページへの掲載等を行い、市民等に対して情報提供や啓発に努めたい。 

 

４．今後の展開 

当該事業では区分所有長屋の空家等への対応に焦点を置き事業を実施したことにより、区分所有長屋に

対する理解を深めることができた。しかし、区分所有長屋の検討を深めれば深めるほど、法律関係の複雑さ

が明確になった。区分所有長屋は管理不良な状態となってから解決することは非常に困難となることから、

管理不良な状態となる前に各区分所有者がそれぞれの責任を自覚してもらい、適正な管理をしてもらう必要

がある。行政として、既にある管理不良状態の区分所有長屋に対して措置等を進めていくことは当然必要で

あるが、新たな管理不良状態の区分所有長屋の空家等が生まれないよう区分所有者等に対し働きかけを実

施するなど、予防的な取り組みを行っていくことが非常に重要であると感じた。 

そのためにも、既に管理不良な状態となっている区分所有長屋の空家等に対しては今後、今般作成した

マニュアルや事例検討報告書の結果を参考に、助言・指導等の措置等を検討する必要がある。 
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また、既に管理不良な状態となった空家等を解決することは非常に困難であることから、作成した２種類の

パンフレットを利用し、市民等に対し積極的に情報提供を行い、管理不良状態の空家等の発生を未然に防ぐ

とともに、権利者等自らによる解決を実現できるよう取り組みを推進していく。 

 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 ― 

代表者名 八尾市 市長 山本桂右 

連絡先担当者名 八尾市 建築部 住宅政策課   中谷、深江、松井 

連絡先 
住所 〒581-0003 大阪府八尾市本町一丁目１番１号 

電話 072-924-3783（直通） 

ホームページ https://www.city.yao.osaka.jp/ 

 


